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目的　厚生労働省「人口動態統計」で公表されている都道府県別合計特殊出生率（Total Fertility 
Rate，以下，TFR）の算出方法の問題点を洗い出し，近年における都道府県別TFRの動向の
実態を把握することである。

方法　山形県を例にとり，「人口動態統計」の都道府県別TFRの算出方法が国勢調査年と非国勢調
査年で異なることが，TFRにどのような影響を及ぼしているか分析した。次に，「2005年人口
動態統計」の「概数」と「確定数」の乖離を基に，非国勢調査年の各都道府県のTFRがもつ
誤差の測定を行った。さらに，2000年から2009年までの非国勢調査年について，分母に用いる
年齢階級別女子人口の定義を国勢調査年と統一するなどして改善した補正TFRの推計を試み
た。

結果　「人口動態統計」の非国勢調査年の都道府県別TFRは，分母に用いる女子人口に外国人人口
が含まれる影響や，推計人口の推計誤差の影響により，全都道府県で国勢調査年に比べ相当低
い水準となっていることが判明した。そこで，補正TFRを推計した結果，大部分の都道府県
において，2005年のTFRが2000年から2009年における最低値となっており，2006年以降回復
基調にあることが示された。

結論　時系列でみると，「人口動態統計」の都道府県別TFRの動向は，その分母に用いる女子人口
の問題から，その分子である出生数の動向との関係に一部整合性がみられない。したがって，
都道府県別TFRの動向を正確に把握する必要がある地方自治体や，研究者においては，非国
勢調査年の値については，本研究で示した手法を利用するなどして，独自に推計することが推
奨される。

キーワード　合計特殊出生率，TFR，人口動態統計，推計人口，都道府県，国勢調査

Ⅰ　は　じ　め　に

　本研究の目的は，近年における都道府県別合
計特殊出生率（Total Fertility Rate，以下，
TFR）の動向の実態を把握することである。
毎年，厚生労働省「人口動態統計」で公表され
る都道府県別TFRは，後述するとおり，国勢
調査の行われる年（以下，国勢調査年）と，行
われない年（以下，非国勢調査年）では，分母

に用いる年齢階級別女子人口の定義が異なるた
め，両者を同列には扱えないという問題がある。
さらに，非国勢調査年の値については，分母に
推計誤差の大きい総務省統計局推計の年齢階級
別女子人口を用いているため，その精度に問題
がある。
　しかし，少子化対策に力を注ぐ地方自治体に
とって，いまや都道府県別TFRは欠くことの
できない重要な指標であり，厚生労働省公表値
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の精度を疑うことなく，その動向に毎年一喜一
憂しているのが現状である。
　そこで，本研究では，まず，厚生労働省「人
口動態統計」における都道府県別TFRの算出
方法の問題点を探るために，分母に用いられる
データの定義や精度について検証する。そして，
さらに近年における都道府県別TFRの動向の
実態を把握するために，2000年から2009年まで
の非国勢調査年について，分母により精度の高
いデータを用い，国勢調査年と同じ定義に基づ
く都道府県別TFRの算出を試みる。

Ⅱ　研　究　方　法

（ 1）　都道府県別TFRの 2つの問題点
　厚生労働省が「人口動態統計」で毎年公表し
ているわが国のTFRは，15歳から49歳までの
女子について，各歳ごとに出生数を女子人口で
除して求められる年齢別出生率の総和である。
ただし，都道府県別TFRについては，年齢別
女子人口のデータに制約があることから，各歳
別出生率の代わりに 5歳階級別出生率を用いて
算出している。
　その分子となる出生数については，厚生労働
省は全国値，都道府県値とも毎年一貫して市町
村が出生届を基に集計している日本における日
本人の出生数（厚生労働省「人口動態統計」）
を用いている。しかし，その分母となる女子人
口のデータソースについては，利用できる統計
の制約から統一されていない。すなわち，国勢
調査年におけるデータソースは「国勢調査」
（総務省統計局）であるのに対し，非国勢調査
年においては「10月 1 日現在推計人口」（総務
省統計局）である。この結果，非国勢調査年の
都道府県別TFRには，以下に述べる 2 つの大
きな影響が生じている。
　1)　外国人人口による影響
　表 1 のとおり，都道府県別TFRで分母に用
いられる年齢階級別女子人口は，国勢調査年で
は国勢調査結果に基づく日本人人口である。し
かし，非国勢調査年においては，データソース
とする総務省統計局の推計人口に，年齢階級別

の日本人人口の推計がないため，外国人人口を
含む総人口のデータが用いられている。その結
果，非国勢調査年のTFRは，分母に外国人人
口が含まれる分だけ，国勢調査年よりも低く算
出されている。つまり，都道府県別TFRは，
国勢調査年と非国勢調査年とで厳密に言えば定
義が異なっているため，時系列で単純に比較で
きないものとなっている。
　そこで，本研究では，山形県を例にとり，国
勢調査の行われた2005年について，分母の女子
人口に日本人人口を用いた場合のTFRと，外
国人を含む総人口を用いた場合のTFRを比較
することによって，その影響を測定する。
　2)　推計人口の推計誤差による影響
　さらに，直近の国勢調査をベースに総務省統
計局が推計している毎年10月 1 日現在の都道府
県別の年齢階級別推計人口は，その推計に必要
な都道府県間転出入者数について，資料とする
「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計
局）に年齢別の転出入者数が載っていないため，
総数を過去のトレンドなどを用いて年齢別に按
分した値を用いていることから，年齢階級に
よっては非常に大きな推計誤差が生じる場合が
ある。そして，その推計誤差が，都道府県別
TFRに少なからず影響を与えていると考えら
れる。
　そこで，本研究では，山形県を例にとり，国
勢調査の行われた2005年について，分母の女子
人口に国勢調査のデータを用いた場合のTFR
と，推計人口を用いた場合のTFRを比較する
ことによって，その影響を測定する。

（ 2）　各都道府県TFRにおける両者の影響の測定
　前項の1）および2）が全都道府県のTFRに及

表 1　厚生労働省「人口動態統計（確定数）」で，TFRを算
出する際に分母に含まれる女子人口　　　　　

国勢調査年 非国勢調査年

日本人 外国人 日本人 外国人

全国値　　 ○ × ○ ×
都道府県値 ○ × ○ ○
（資料）　　 国勢調査 総務省統計局推計人口
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ぼす影響を調べるために，「2005年人口動態統
計」における「概数」と「確定数」の乖離につ
いての要因分解を行う。
　厚生労働省「人口動態統計」における都道府
県別TFRは，調査年の翌年 6 月頃公表の速報
値「人口動態統計月報年計（概数）」（以下，概
数）と，同 9月頃公表の確報値「人口動態統計
（確定数）」（以下，確定数）という形で年 2回
公表されている。その相違点についてまとめた
のが表 2である。非国勢調査年においては「概
数」と「確定数」で分母に同一のデータが用い
られるため，両者のTFRはほぼ等しい。他方，
国勢調査年については，「確定数」では前述の
とおり国勢調査の日本人人口が分母に用いられ
るが，「概数」では推計人口の総人口が用いら
れるため，2005年の都道府県別TFRは，「概
数」と「確定数」で非常に大きな乖離が生まれ
た。そして，これはまさに，非国勢調査年と国
勢調査年における乖離の問題と同じ構造である。
　そこで，本研究では，分母の年齢階級別女子
人口に2005年国勢調査の外国人を含む総人口を
用い算出したTFRを利用し，この「概数」と
「確定数」の乖離を「外国人人口による影響」
と「推計人口の推計誤差による影響」に分解す
ることによって，全都道府県における両者の影
響を測定する。

（ 3）　補正TFRの推計
　次に，前項で述べた都道府県別TFRの問題
点を改善し，より実態に即した都道府県別
TFRの動向を把握するために，2000年から
2009年までの非国勢調査年について，国勢調査
年と同水準の（分母の女子人口を日本人人口で
統一し，かつより実態に近い推計人口を基にし
た）補正TFRを推計する。
　補正TFRの算出式には，厚生労働省「人口
動態統計」の都道府県別TFRと同様に， 5 歳
階級別出生率を用いた。また，分子の出生数に
は，「人口動態統計」のTFRに用いられたもの
と同じく，日本における日本人の出生数（厚生
労働省「人口動態統計」）を用いた。したがっ
て，「人口動態統計」のTFRとの違いは，分母

に用いる年齢階級別女子人口のデータのみであ
る。補正TFRで分母に用いる年齢階級別女子
人口は，国勢調査年と定義を統一するため，日
本人人口の推計値を用いた。その推計方法は以
下のとおりである。
　まず，自県で独自に年齢階級別男女別人口を
毎年推計している32県（文献参照）については，
総務省統計局推計人口の代わりに，その各県推
計人口を用いる。各県推計の年齢階級別人口は，
住民基本台帳に基づく年齢別の都道府県間転出
入者数を直接加減し算出しているため，総務省
統計局推計の年齢階級別人口に比べ精度が高い
と考えられるためである。なかでも，静岡県お
よび福岡県については，日本人人口を推計して
いるため，そのデータをそのまま利用すること
が可能である。しかし，残りの30県については，
総務省統計局と同様に，外国人を含む総人口し
か推計していない。そこで，2000年および2005
年国勢調査のデータから筆者が推計した各年に
おける年齢階級別日本人人口比率（総人口に占
める日本人人口の割合）を乗じることによって，
日本人人口を推計する。
　次に，独自に年齢階級別男女別人口の推計を
行っていない残りの15県であるが，2001年から
2004年までの値については，2000年および2005
年国勢調査の年齢階級別日本人女子人口を利用
し，その間の増減率が一定であるとの仮定の下
に筆者が算出した補間人口を用いた。一方，
2006年以降については，次回2010年国勢調査の
結果が公表されるまでは，補間人口を求めるこ

表 2　「人口動態統計月報年計（概数）」と「人口動態統計
（確定数）」の相違点　　　　　　　　　　　

人口動態統計
月報年計（概数）

人口動態統計
（確定数）

公表時期 調査年の翌年
6月頃

調査年の翌年
9月頃

都道府県別TFRの分母に用いる年齢階級別女子人口のデータソース
　国勢調査年 10月 1 日現在

推計人口
（総人口）

国勢調査人口1）

（日本人）

　非国勢調査年 10月 1 日現在
推計人口
（総人口）

10月 1 日現在
推計人口
（総人口）

注　1）　年齢不詳者数を按分して加えた値を用いている。
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とはできない。したがって，総務省の推計人口
が唯一の資料となるが，「人口動態統計」のよ
うにそのまま用いるのではなく，2005年国勢調
査における年齢階級別日本人人口比率を乗じた
値を用いる。これによって，「人口動態統計」
のTFRにおける推計誤差のかなりのウェイト
を占める「外国人人口による影響」を取り除く
ことができる。

Ⅲ　研　究　結　果

（ 1）　外国人人口による影響の測定結果（山形
県）

　表 3は，2000年および2005年の国勢調査デー
タを基に，山形県の15歳から49歳までの女子人
口について，外国人を含む総人口と日本人人口
の差，すなわち外国人人口を比較し，さらにそ
れが山形県TFRに及ぼす影響をみたものであ
る。これによると，2000年の同県の15歳から49
歳の外国人女子人口は約3,200人であり，この

影響で総人口を分母に用いた場合のTFRは，
日本人人口を分母に用いた場合に比べ0.028低
くなる。他方，2005年の同県の15歳から49歳の
外国人女子人口は約4,300人で，2000年に比べ
1,100人強増加しており，この影響で総人口を
分母に用いた場合のTFRは，日本人人口を分
母に用いた場合に比べ0.033低くなる。
　このように，外国人女性が増加傾向にある同
県では，その影響は年を経るごとに大きくなっ
ている。その結果，分母に総人口を用いる非国
勢調査年の山形県TFRは，日本人人口を用い
る国勢調査年よりも，この影響だけで0.03程度
低く算出されていると考えられる。

（ 2）　推計人口の推計誤差による影響の測定結
果（山形県）

　表 4 は，推計人口の推計誤差が山形県TFR
に及ぼす影響について分析したものである。国
勢調査年である2005年の年齢階級別女子人口に
ついて，推計人口と国勢調査人口を外国人も含
む総人口で比較すると，推計人口は国勢調査人
口に比べ20～24歳で4,000人強も過大推計と
なっており，その影響で推計人口を用いた場合
の山形県TFRは，国勢調査人口を用いた場合
に比べ0.03程度過小推計される結果となってい
る。
　この結果，非国勢調査年の山形県TFRは，
前述の外国人人口による影響と合わせると，国
勢調査年に比べ約0.06も低い水準となっている
と考えられる。なお，これらの問題は次に述べ

るように，程度の差こそあれ，全都
道府県に共通する問題である。

（ 3）　各都道府県TFRにおける両者
の影響の測定結果

　図 1 は，2005年の都道府県別
TFRの「概数」と「確定数」を比
較したものである。なお，破線の試
算値は，「概数」と「確定数」の乖
離を「外国人人口による影響」と
「推計人口の推計誤差による影響」
に分解するために，分母の年齢階級

表 3　分母に外国人を含む総人口を用いた場合と日本人人口
を用いた場合の山形県TFR　 　　　　　　　　

分母に用いる
女子人口

2000年
（出生数　10,919人）

2005年
（出生数　9,357人）

15～49歳
計（人） TFR 15～49歳

計（人） TFR

総人口（A） 257 179 1.596 237 478 1.421
　うち日本人人口（B） 253 971 1.624 233 134 1.454
差（A）－（B） 3 208 -0.028 4 344 -0.033

資料 　総務省統計局「2005年国勢調査報告」。TFRは筆者による試
算値。

表 4　推計人口の推計誤差が山形県TFRに及ぼす影響

出生数
（人）

　女子人口（総人口） （人） TFR1）

（Ａ）
推計人口

（Ｂ）
国勢調査

差
（Ａ）－（Ｂ）

（Ｃ）
Ａが分母

（Ｄ）
Ｂが分母

差
（Ｃ）－（Ｄ）

総　数　 9 357 242 000 237 478 4 522 1.39 1.42 -0.03 
15～19歳 125 31 000 31 015 -15 0.02 0.02 0.00 
20～24　 1 511 33 000 28 472 4 528 0.23 0.27 -0.04 
25～29　 3 347 32 000 32 650 -650 0.52 0.51 0.01 
30～34　 3 016 36 000 35 754 246 0.42 0.42 -0.00 
35～39　 1 183 34 000 33 405 595 0.17 0.18 -0.00 
40～44　 170 36 000 36 122 -122 0.02 0.02 0.00 
45～49　 5 40 000 40 060 -60 0.00 0.00 0.00 

注　1） 　（Ｃ）は厚生労働省「2005年人口動態月報年計（概数）」の値，（Ｄ）は筆
者による試算値。
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別女子人口に2005年国勢調査の外国人を含む総
人口を用いて筆者が試算したものである。その
結果，図 2にみられるように，分母に外国人人
口が含まれる影響は，どの都道府県にとっても
例外なくTFRを押し下げる要因となっている
が，その程度は0.00から0.07とばらつきがある。
他方，推計人口の推計誤差による影響について
も，福井県など一部に例外がみられるものの，
大部分の県でTFRを押し下げる要因となって
いる。これらの 2つの要因が重った結果，2005
年の「確定数」は，全都道府県で「概数」から
上方修正された。しかも，その差は平均で0.05，

最も大きい島根県で0.10にもなっている。
　そして，この結果は，国勢調査年の「概数」
と同様に，推計人口（総人口）を分母に用いる
非国勢調査年の都道府県別TFRが，同じよう
な誤差を持つことを示唆している。

（ 4）　補正TFRの推計結果
　表 5は，厚生労働省「人口動態統計」で公表
されている2000年から2009年における全国と都
道府県別のTFR，および前述の手法を用い筆
者が推計した全47都道府県の補正TFRを表し
たものである。補正TFRの最大の特徴は，非

図 2　2005年人口動態統計における「概数」と「確定数」の乖離の要因分解
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図 1　2005年の都道府県別合計特殊出生率
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資料 　厚生労働省「人口動態統計月報年計（概数）」および「人口動態統計（確定数）」。ただし，
試算値は筆者推計。

国勢調査年の値が全都道府県
において「人口動態統計」の
値を上回っていることである。
これは，「人口動態統計」の
都道府県別TFRにおける「外
国人人口による影響」などが
補正された結果である。
　また，この補正TFRの推
計により，これまで認識され
ていなかった新たな事実が浮
かび上がってきた。すなわち，
大部分の都道府県（山梨県お
よび高知県を除く45都道府
県 ） に お い て，2005年 の
TFRが，この間の最低値と
なっているのである。前述の
とおり，「人口動態統計」の
都道府県別TFRでは，非国
勢調査年の値が国勢調査年で
ある2005年の値よりも相当低
い水準となっているため，
TFRの底が都道府県によっ
て2004年から2009年の間でば
らつきがあった。例えば，岩
手県のTFRは「人口動態統
計」では2005年が1.41に対し，
2006年には1.39と低下し2009
年には1.37にまで落ち込んで
いるが，実態は2006年以降上
昇し，2009年には1.47まで回
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表 5　補正TFRと人口動態統計TFR（その 1）
2000年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

全国 (1,070,035人)
　人口動態統計TFR 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37
北海道 (40,165)
　補正TFR 1.23 1.24 1.25 1.23 1.22 1.15 1.19 1.20 1.21 1.20
　人口動態統計TFR 1.23 1.21 1.22 1.20 1.19 1.15 1.18 1.19 1.20 1.19
青森県 (9,523)
　補正TFR 1.47 1.48 1.46 1.39 1.40 1.29 1.34 1.33 1.38 1.33
　人口動態統計TFR 1.47 1.47 1.44 1.35 1.35 1.29 1.31 1.28 1.30 1.26
岩手県 (9,904)
　補正TFR 1.56 1.54 1.51 1.47 1.47 1.41 1.45 1.45 1.48 1.47
　人口動態統計TFR 1.56 1.52 1.50 1.45 1.43 1.41 1.39 1.39 1.39 1.37
宮城県 (18,988)
　補正TFR 1.39 1.37 1.36 1.32 1.29 1.24 1.27 1.29 1.31 1.27
　人口動態統計TFR 1.39 1.33 1.31 1.27 1.24 1.24 1.25 1.27 1.29 1.25
秋田県 (7,013)
　補正TFR 1.45 1.44 1.40 1.35 1.36 1.34 1.38 1.38 1.42 1.39
　人口動態統計TFR 1.45 1.40 1.37 1.31 1.30 1.34 1.34 1.31 1.32 1.29
山形県 (8,715)
　補正TFR 1.62 1.63 1.59 1.55 1.54 1.45 1.50 1.48 1.51 1.47
　人口動態統計TFR 1.62 1.58 1.54 1.49 1.47 1.45 1.45 1.42 1.44 1.39
福島県 (16,326)
　補正TFR 1.65 1.63 1.61 1.57 1.55 1.49 1.53 1.53 1.54 1.53
　人口動態統計TFR 1.65 1.60 1.57 1.54 1.51 1.49 1.49 1.49 1.52 1.49
茨城県 (24,209)
　補正TFR 1.47 1.45 1.43 1.40 1.40 1.32 1.40 1.41 1.42 1.43
　人口動態統計TFR 1.47 1.40 1.38 1.34 1.33 1.32 1.35 1.35 1.37 1.37
栃木県 (17,004)
　補正TFR 1.48 1.48 1.45 1.44 1.43 1.40 1.44 1.43 1.46 1.47
　人口動態統計TFR 1.48 1.43 1.40 1.38 1.37 1.40 1.40 1.39 1.42 1.43
群馬県 (16,310)
　補正TFR 1.51 1.47 1.48 1.46 1.43 1.39 1.43 1.44 1.50 1.48
　人口動態統計TFR 1.51 1.42 1.41 1.38 1.35 1.39 1.36 1.36 1.40 1.38
埼玉県 (59,725)
　補正TFR 1.30 1.30 1.30 1.28 1.26 1.22 1.27 1.28 1.31 1.31
　人口動態統計TFR 1.30 1.24 1.23 1.21 1.20 1.22 1.24 1.26 1.28 1.28
千葉県 (51,839)
　補正TFR 1.30 1.30 1.31 1.27 1.28 1.22 1.27 1.29 1.32 1.34
　人口動態統計TFR 1.30 1.24 1.24 1.20 1.22 1.22 1.23 1.25 1.29 1.31
東京都 (106,613)
　補正TFR 1.07 1.05 1.07 1.05 1.05 1.00 1.06 1.09 1.13 1.16
　人口動態統計TFR 1.07 1.00 1.02 1.00 1.01 1.00 1.02 1.05 1.09 1.12
神奈川県 (78,057)
　補正TFR 1.28 1.25 1.24 1.23 1.22 1.19 1.26 1.27 1.29 1.29
　人口動態統計TFR 1.28 1.22 1.22 1.21 1.20 1.19 1.23 1.25 1.27 1.28
新潟県 (17,948)
　補正TFR 1.51 1.47 1.41 1.39 1.40 1.34 1.40 1.41 1.42 1.42
　人口動態統計TFR 1.51 1.45 1.38 1.34 1.34 1.34 1.37 1.37 1.37 1.37
富山県 (8,426)
　補正TFR 1.45 1.43 1.45 1.40 1.43 1.37 1.40 1.41 1.45 1.46
　人口動態統計TFR 1.45 1.40 1.41 1.35 1.37 1.37 1.34 1.34 1.38 1.37
石川県 (9,849)
　補正TFR 1.45 1.44 1.40 1.42 1.39 1.35 1.40 1.44 1.46 1.45
　人口動態統計TFR 1.45 1.40 1.37 1.38 1.35 1.35 1.36 1.40 1.41 1.40
福井県 (7,042)
　補正TFR 1.60 1.60 1.59 1.55 1.53 1.50 1.58 1.60 1.64 1.67
　人口動態統計TFR 1.60 1.52 1.51 1.47 1.45 1.50 1.50 1.52 1.54 1.55
山梨県 (6,621)
　補正TFR 1.51 1.49 1.47 1.46 1.44 1.38 1.39 1.40 1.40 1.37
　人口動態統計TFR 1.51 1.42 1.39 1.37 1.36 1.38 1.34 1.35 1.35 1.31
長野県 (17,310)
　補正TFR 1.59 1.56 1.55 1.52 1.51 1.46 1.52 1.55 1.56 1.54
　人口動態統計TFR 1.59 1.50 1.47 1.44 1.42 1.46 1.44 1.47 1.45 1.43
岐阜県 (17,327)
　補正TFR 1.47 1.42 1.44 1.42 1.38 1.37 1.44 1.44 1.47 1.51
　人口動態統計TFR 1.47 1.37 1.38 1.36 1.31 1.37 1.35 1.34 1.35 1.37
静岡県 (31,901)
　補正TFR 1.47 1.46 1.48 1.45 1.45 1.39 1.46 1.51 1.53 1.53
　人口動態統計TFR 1.47 1.40 1.41 1.37 1.37 1.39 1.39 1.44 1.44 1.43
愛知県 (69,768)
　補正TFR 1.44 1.41 1.39 1.37 1.39 1.34 1.42 1.44 1.48 1.49
　人口動態統計TFR 1.44 1.36 1.34 1.32 1.34 1.34 1.36 1.38 1.43 1.43
資料　厚生労働省「人口動態統計」。ただし，補正TFR（2001～2004，2006～2009）は筆者推計値。
注　　（　）は2009年出生数，参考として掲載した。
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表 5　補正TFRと人口動態統計TFR（その 2）
2000年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

三重県 (15,614人)
　補正TFR 1.48 1.43 1.46 1.42 1.42 1.36 1.42 1.42 1.45 1.48
　人口動態統計TFR 1.48 1.38 1.40 1.35 1.34 1.36 1.35 1.37 1.38 1.40
滋賀県 (13,151)
　補正TFR 1.53 1.50 1.49 1.45 1.46 1.39 1.47 1.47 1.51 1.50
　人口動態統計TFR 1.53 1.46 1.44 1.41 1.41 1.39 1.41 1.42 1.45 1.44
京都府 (21,058)
　補正TFR 1.28 1.26 1.24 1.22 1.21 1.18 1.22 1.21 1.25 1.23
　人口動態統計TFR 1.28 1.20 1.17 1.15 1.14 1.18 1.19 1.18 1.22 1.20
大阪府 (75,250)
　補正TFR 1.31 1.31 1.30 1.27 1.26 1.21 1.26 1.28 1.32 1.32
　人口動態統計TFR 1.31 1.24 1.22 1.20 1.20 1.21 1.22 1.24 1.28 1.28
兵庫県 (47,592)
　補正TFR 1.38 1.35 1.36 1.32 1.31 1.25 1.31 1.33 1.37 1.36
　人口動態統計TFR 1.38 1.29 1.29 1.25 1.24 1.25 1.28 1.30 1.34 1.33
奈良県 (10,758)
　補正TFR 1.30 1.28 1.27 1.26 1.23 1.19 1.23 1.24 1.23 1.24
　人口動態統計TFR 1.30 1.22 1.21 1.18 1.16 1.19 1.22 1.22 1.22 1.23
和歌山県 (7,516)
　補正TFR 1.45 1.45 1.42 1.39 1.35 1.32 1.36 1.36 1.43 1.38
　人口動態統計TFR 1.45 1.41 1.35 1.32 1.28 1.32 1.34 1.34 1.41 1.36
鳥取県 (4,876)
　補正TFR 1.62 1.61 1.56 1.61 1.56 1.47 1.56 1.55 1.56 1.59
　人口動態統計TFR 1.62 1.58 1.51 1.53 1.50 1.47 1.51 1.47 1.43 1.46
島根県 (5,601)
　補正TFR 1.65 1.68 1.63 1.58 1.60 1.50 1.62 1.64 1.62 1.64
　人口動態統計TFR 1.65 1.60 1.52 1.48 1.48 1.50 1.53 1.53 1.51 1.55
岡山県 (16,387)
　補正TFR 1.51 1.49 1.48 1.43 1.44 1.37 1.44 1.45 1.48 1.45
　人口動態統計TFR 1.51 1.46 1.44 1.38 1.38 1.37 1.40 1.41 1.43 1.39
広島県 (25,596)
　補正TFR 1.41 1.42 1.40 1.41 1.39 1.34 1.40 1.46 1.48 1.51
　人口動態統計TFR 1.41 1.37 1.34 1.34 1.33 1.34 1.37 1.43 1.45 1.47
山口県 (11,312)
　補正TFR 1.47 1.46 1.45 1.38 1.39 1.38 1.40 1.44 1.46 1.46
　人口動態統計TFR 1.47 1.43 1.41 1.36 1.36 1.38 1.40 1.42 1.43 1.43
徳島県 (5,898)
　補正TFR 1.45 1.42 1.40 1.35 1.36 1.26 1.36 1.34 1.36 1.40
　人口動態統計TFR 1.45 1.39 1.36 1.32 1.31 1.26 1.31 1.30 1.30 1.35
香川県 (8,366)
　補正TFR 1.53 1.48 1.49 1.46 1.47 1.43 1.46 1.51 1.53 1.54
　人口動態統計TFR 1.53 1.43 1.46 1.42 1.43 1.43 1.42 1.48 1.47 1.48
愛媛県 (11,507)
　補正TFR 1.45 1.44 1.41 1.43 1.39 1.35 1.39 1.42 1.43 1.44
　人口動態統計TFR 1.45 1.40 1.35 1.36 1.33 1.35 1.37 1.40 1.40 1.41
高知県 (5,415)
　補正TFR 1.45 1.46 1.42 1.37 1.35 1.32 1.35 1.33 1.38 1.30
　人口動態統計TFR 1.45 1.42 1.38 1.34 1.30 1.32 1.33 1.31 1.36 1.29
福岡県 (46,084)
　補正TFR 1.36 1.33 1.31 1.28 1.28 1.26 1.32 1.37 1.40 1.40
　人口動態統計TFR 1.36 1.31 1.29 1.25 1.25 1.26 1.30 1.34 1.37 1.37
佐賀県 (7,518)
　補正TFR 1.67 1.64 1.59 1.54 1.55 1.48 1.53 1.57 1.62 1.58
　人口動態統計TFR 1.67 1.62 1.56 1.51 1.49 1.48 1.50 1.51 1.55 1.49
長崎県 (11,838)
　補正TFR 1.57 1.55 1.52 1.50 1.52 1.45 1.52 1.53 1.58 1.58
　人口動態統計TFR 1.57 1.52 1.48 1.45 1.46 1.45 1.49 1.48 1.50 1.50
熊本県 (16,221)
　補正TFR 1.56 1.53 1.53 1.50 1.50 1.46 1.53 1.57 1.61 1.62
　人口動態統計TFR 1.56 1.52 1.50 1.48 1.47 1.46 1.50 1.54 1.58 1.58
大分県 (9,961)
　補正TFR 1.51 1.50 1.46 1.44 1.43 1.40 1.48 1.51 1.56 1.55
　人口動態統計TFR 1.51 1.48 1.42 1.41 1.40 1.40 1.45 1.47 1.53 1.50
宮崎県 (10,170)
　補正TFR 1.62 1.62 1.59 1.53 1.56 1.48 1.58 1.64 1.68 1.70
　人口動態統計TFR 1.62 1.60 1.56 1.49 1.52 1.48 1.55 1.59 1.60 1.61
鹿児島県 (14,920)
　補正TFR 1.58 1.55 1.54 1.53 1.50 1.49 1.53 1.56 1.62 1.59
　人口動態統計TFR 1.58 1.53 1.52 1.49 1.46 1.49 1.51 1.54 1.59 1.56
沖縄県 (16,744)
　補正TFR 1.82 1.87 1.80 1.76 1.76 1.72 1.75 1.77 1.79 1.80
　人口動態統計TFR 1.82 1.83 1.76 1.72 1.72 1.72 1.74 1.75 1.78 1.79
資料　厚生労働省「人口動態統計」。ただし，補正TFR（2001～2004，2006～2009）は筆者推計値。
注　　（　）は2009年出生数，参考として掲載した。
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復していると考えられる。また，鳥取県の
TFRは「人口動態統計」では2005年の1.47に
対し，2008年には1.43と過去最低値を更新した
形となっているが，補正TFRでは2008年は
1.56,2009年には1.59となっていることから，
実態は2006年以降大きく回復していると考えら
れる。

Ⅳ　考　　　察

（ 1）　出産年齢人口の減少局面における出生数
とTFRの関係

　TFRの分母である15歳から49歳までの女子
人口（以下，出産年齢人口）は，東京都や神奈
川県など一部を除き，大部分の県で減少局面に
ある。そこで，出産年齢人口の減少局面におけ
る出生数とTFRの関係について，ここでは簡
単化のために，年齢別の人口構成比を無視して
考察すると，次の 4つのことがいえる。
　① 出生数が増加した場合，TFRは必ず上昇

する。
　②出生数が不変の場合でも，TFRは上昇する。
　③ 出生数が減少した場合，その減少率が出産

年齢人口の減少率よりも小さければ，
TFRは上昇する。

　④ 出生数が減少した場合，その減少率が出産
年齢人口の減少率よりも大きければ，
TFRは低下する。

　しかし，「人口動態統計」の都道府県別TFR
は，その分母のデータの問題により，必ずしも
出生数の動向と整合的でない可能性がある。そ
こで，以下では，「人口動態統計」の都道府県
別TFRおよび本研究による補正TFRの動向に
ついて，出生数の動向との整合性に関する考察
を行う。

（ 2）　「人口動態統計」の都道府県別TFRと出
生数の関係

　国勢調査年の2005年をはさむ2004年から2006
年にかけて，「人口動態統計」の都道府県別
TFRと出生数の動向を比べると，多くの都道
府県において両者の動向は明らかに整合性がな

い。例えば，大部分の都道府県においては，
2005年に出生数が前年に比べ大幅に（出産年齢
人口の減少率以上に）落ち込んだことから，
TFRが前年に比べ低下していることが考えら
れるが，秋田県，栃木県，群馬県，埼玉県，福
井県，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，三重
県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山
県，島根県，広島県，山口県，愛媛県，高知県，
福岡県，鹿児島県では，TFRが上昇している。
これは，2004年から2005年にかけて，TFRの
分母に用いられた女子人口が，外国人人口の影
響などにより，実態よりも大きく減少している
ためである。
　また，逆に2006年には，大部分の都道府県で
出生数が前年に比べ増加したことから，分母の
出産年齢人口が減少局面にある県では，TFR
は前年に比べ間違いなく上昇しているはずであ
るが，岩手県，秋田県，山形県，福島県，栃木
県，福井県，長野県，岐阜県，静岡県，三重県
などでは，出生数が増加したにもかかわらず
TFRは横ばいまたは低下となった。さらに，
TFRが上昇した33県についても，出生数の増
加幅に比し，TFRの上昇幅はごくわずかなも
のとなっている。これは，2005年の分母には含
まれない外国人人口が，2006年の分母には含ま
れるため，実際は人口が減少しているにもかか
わらず，TFRの計算上は分母が増加している
形となったことによるものである。このように，
分母の出産年齢人口が本来減少局面にあるこれ
らの県において，分子の出生数が増加したにも
かかわらずTFRが上昇しないというのは矛盾
している。中でも象徴的なのが，長野県，岐阜
県および三重県である。これら 3県では，2004
年から2006年にかけて，出生数とTFRの動き
が完全に逆行している。
　このように，「人口動態統計」の都道府県別
TFRは，分母に用いる年齢階級別女子人口の
問題のために，国勢調査年の前後において，出
生数との関係が明らかに不自然であり，各都道
府県におけるTFRの動向を的確に表している
とは言い難いものとなっている。
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（ 3）　補正TFRと出生数の関係
　これに対し，分母の出産年齢人口を日本人人
口で統一した補正TFRと出生数の動向を比較
すると，大部分の都道府県において，両者の動
きには整合性がある。例えば，2005年に出生数
が大きく落ち込んだ都道府県では，補正TFR
も2005年に大きく落ち込んでいる。また，2006
年以降，多くの県においては，出生数は横ばい
もしくは微減となっているにもかかわらず，補
正TFRは全体的に上昇傾向にあるが，これは，
分子の出生数の減少率以上に，分母の出産年齢
人口の減少率が大きくなっていることによるも
のである。
　このように，補正TFRの動向は，分子の出
生数の動向や，分母の出産年齢人口の動向との
整合性が取れており，近年の都道府県別TFR
の動向を，より的確に表していると考えられる。

Ⅴ　結　　　語

　これまでみてきたように，近年における都道
府県別TFRの動向は，厚生労働省「人口動態
統計」で分母に用いられる女子人口の問題によ
り，今日まで誤って認識されてきた。しかし，
本研究の結果から，実態は大部分の都道府県に
おいてTFRは2005年が最低値となっており，
2006年以降回復基調にあると考えられる。
　以上のことから，今後，都道府県別TFRの
動向を正確に把握する必要がある地方自治体や，
都道府県別TFRを用いた実証分析を行う研究
者においては，非国勢調査年の値については，
本研究で用いた手法を利用するなどして，独自
に推計することが推奨される。
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